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(57)【特許請求の範囲】
【請求項１】
　地下鉄で移動時に駅に到着する毎に異なる無線基地局と通信可能な携帯端末において、
　地下鉄モードの選択と、前記地下鉄モードの解除とを行う操作手段と、
　前記操作手段により、前記地下鉄モードが選択された場合に、無線信号が所定の閾値よ
りも弱いときにインターネットへの送信が指示されたアクセス要求を保留する保留手段と
、
　移動経路の各駅に対応して予め記憶された基地局順序情報に基づいて、次の駅で無線通
信が可能となる次期基地局を特定し、前記次期基地局を検出対象基地局に追加する特定手
段と、
　特定された次期基地局からの無線信号を検出して前記次期基地局との接続を確立した後
に、前記保留手段で保留したアクセス要求をインターネットへの送信を実行する待機送信
手段と、
　前記移動経路の各駅において無線通信が可能になる毎に、前記基地局情報に登録されて
いない基地局が検出された場合に、検出された基地局に対応する基地局を識別するための
情報を収集し、前記基地局順序情報を作成または更新する更新手段と
　を備えたことを特徴とする携帯端末。
【請求項２】
　請求項１に記載の携帯端末において、
　前記特定手段は、前記移動経路についての上りあるいは下りに対応する順序で前記基地
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局順序情報を参照して、前記次期基地局の特定処理に供する参照手段を備えた
　ことを特徴とする携帯端末。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明は、地下鉄のように移動経路に無線通信が可能な区間と不可能な区間とがある交
通機関を利用して移動しながらインターネット接続サービスを利用する利用者向けの携帯
端末に関する。
【背景技術】
【０００２】
　携帯電話に代表される無線通信システムでは、利用者の移動につれて、利用者の携帯端
末とこの携帯端末の通信を管理する基地局との距離が変化し、無線信号の電界強度が無線
通信を維持できない程度まで弱くなってしまう場合がある。
【０００３】
　このように利用者の移動に伴って、携帯端末が圏内から圏外へとまたその逆へと移動し
た場合などに対応するために、音声通話についての接続要求を自動的にリトライする様々
な技術が提案されている(特許文献1参照)。
【０００４】
　一方、日本国内では、電車や地下鉄などの公共交通機関の車両内では、携帯端末の利用
(特に音声通話)を控えることがマナーとして奨励されている。このため、電車や地下鉄な
どの公共交通機関の路線が地下を通っている区間では、無線通信サービスが積極的には提
供されていない場合が多い。
【０００５】
　上述したマナーは広く浸透しており、電車や地下鉄に乗車中の利用者の多くは、携帯端
末による音声通話を控え、メールの送受信サービスやＷＥＢサイトへのアクセスサービス
など音声通話以外のサービスを主として利用している。
【０００６】
　上述したように、地下鉄などの交通機関では、駅と駅の間の区間では積極的な無線通信
サービスが提供されない一方、駅の構内では、屋外と同様に無線通信が可能な環境が整え
られている。このため、地下鉄に乗車して移動する利用者の携帯端末は、乗車中の車両の
運行に伴って、駅と駅との間では無線通信ができない圏外状態となり、駅に停車中は圏内
状態となる状態変化を繰り返している。
【０００７】
　このような事情を考慮して、地下鉄に乗車中の利用者は、メールの送信やＷＥＢサイト
へのアクセス要求を送信するときは、アンテナバーの表示などに基づいて、無線通信が可
能であることを確認している。
【特許文献１】特開２００２－７７９６６号公報
【発明の開示】
【発明が解決しようとする課題】
【０００８】
　ところで、地下鉄で移動中の携帯端末は、駅と駅との間の無線通信ができない区間で、
基地局から検出対象とすべき近隣の基地局などを示す制御情報を全く受信できなくなって
しまう。その一方、地下鉄の駅と駅との距離は、一般に、基地局間の距離よりも長い場合
が多い。このため、地下鉄での移動中に一旦圏外となってから次の駅に到着して最寄りの
基地局を検出する際には、前の駅に対応する基地局から受け取った近隣の基地局以外の基
地局を検出しなければならない。このような予備情報がない状態で行う基地局検出処理に
は、屋外で常に新たな近隣の基地局に関する情報を受け取りながら最寄りの基地局を検出
する場合に比べて、長い時間がかかってしまう。
【０００９】
　それ故、駅に到着して無線信号の電界強度が強くなっても、基地局の検出処理と、検出
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した基地局との間で無線通信が確立するための処理に、短い停車時間のほとんどが費やさ
れてしまう場合もある。
【００１０】
　従来の携帯端末では、利用者が確実にインターネット経由のサービスを利用しようとす
れば、上述したようにして停車中の駅に対応する基地局との接続が確立したタイミングを
見計らって、メールの送信やＷＥＢサイトへのアクセス要求を送信しなければならない。
このような操作は、非常に煩雑である。
【００１１】
　更に、上述したようにしてタイミングを見計らって送信したとしても、直後に列車が発
車して無線通信サービスが提供されていない区間に入ってしまう場合もある。このような
場合には、通信状態が劣化しているために、アクセス要求はインターネットに到達できな
い上、送信に失敗したことが利用者に知らされるのは、次の駅に到着して通信状態が回復
した後になってしまっている。このように、地下鉄を利用した移動中に、従来の携帯端末
を介してインターネットを用いたサービスを利用しようとする場合には、利用者は、アク
セス要求が無事に送信されるか否かといった無用な不安やなかなかアクセス要求が受け付
けられないことに対する焦燥感を抱いており、安心してサービスを享受することが難しか
った。
【００１２】
　本発明は、地下鉄などで移動中の利用者がインターネット接続サービスを安心して利用
可能とする携帯端末を提供することを目的とする。
【課題を解決するための手段】
【００１３】
　上述した目的は、以下に開示する携帯端末によって達成することができる。
【００１４】
　この携帯端末の特徴は、地下鉄で移動時に駅に到着する毎に異なる無線基地局と通信可
能な携帯端末において、地下鉄モードの選択と、前記地下鉄モードの解除とを行う操作手
段と、前記操作手段により、前記地下鉄モードが選択された場合に、無線信号が所定の閾
値よりも弱いときにインターネットへの送信が指示されたアクセス要求を保留する保留手
段と、移動経路の各駅に対応して予め記憶された基地局順序情報に基づいて、次の駅で無
線通信が可能となる次期基地局を特定し、次期基地局を検出対象基地局に追加する特定手
段と、次期基地局からの無線信号を検出してこの次期基地局との接続を確立した後に、保
留手段で保留したアクセス要求をインターネットへの送信を実行する待機送信手段と、移
動経路の各駅において無線通信が可能になる毎に、基地局情報に登録されていない基地局
が検出された場合に、検出された基地局に対応する基地局を識別するための情報を収集し
、基地局順序情報を作成または更新する更新手段とを備える点にある。
【００１５】
　このように構成された携帯端末では、無線信号の電界強度が所定の閾値よりも弱いとき
には、利用者の指示にかかわらずインターネットへのアクセス要求の送信が保留される。
一方、特定手段により、次に無線通信が可能となる次期基地局が特定され、検出対象基地
局に追加される。これにより、例えば、地下鉄の車両が次の駅に到着する以前からこの駅
を含むエリアに対応する基地局を次期基地局として検出対象基地局に含めておくことがで
きる。したがって、地下鉄の車両が次の駅に到着した直後に、対応する次期基地局を検出
してこの時期基地局との間の無線通信を確立することができる。このようにして、特定手
段によって特定された次期基地局との接続が確立された後に、上述した保留手段によって
保留されたアクセス要求は、待機送信手段によってインターネットに送信される。
【発明の効果】
【００１６】
　上述したような基本構成を持つ携帯端末では、無線信号の電界強度が弱いときに利用者
によって送信が指示されたインターネットへのアクセス要求を保留しておき、電界強度が
強くなったときに、最寄りの基地局を迅速に検出して無線通信可能な状態に移行し、保留
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しておいたアクセス要求を送信することができる。これにより、地下鉄などで移動中の携
帯端末の利用者を、無線通信が確実に可能な状態であるか否かを見極めてアクセス要求の
送信を指示するといった煩雑な作業から解放し、利用者はインターネットアクセスサービ
スを安心して、しかも快適に利用することができる。
【発明を実施するための最良の形態】
【００１７】
　以下、図面に基づいて、本発明の実施形態について詳細に説明する。
(実施形態１)
　図１に、課題を解決するための手段の項で基本構成を開示した携帯端末の一実施形態を
示す。
【００１８】
　図１に示した携帯端末に備えられた電界強度測定部２１１により、無線送受信部２１２
との間で通信が確立されている基地局からの無線信号について電界強度が測定され、測定
結果が端末制御部２１３に渡される。端末制御部２１３は、操作パネル２１４を介して利
用者からの指示を受け取り、この指示に基づいて、無線送受信部２１２の動作を制御する
ことにより、音声通話やメールの送受信などのインターネットアクセスを実現する。また
、図１に示したハンドオーバ制御部２１５は、滞在中のエリアに対応する基地局から受け
取った監視リストで示された近隣基地局の周波数の無線信号について受信電界強度に基づ
いて、エリアの移動を検出し、移動先の基地局へのハンドオーバを制御する。
【００１９】
　図１に示した基地局テーブル２１６は、例えば、所望の地下鉄路線に対応して準備され
ており、図２に示すように、地下鉄の各駅（ＳＴ１，ＳＴ２，ＳＴ３，…ＳＴｎ）に対応
して、各駅が属するエリアに対応する基地局(Ｂ１，Ｂ２，Ｂ３，…，Ｂｎ)と、それぞれ
の無線周波数(ｆ１，ｆ２，ｆ３，…，ｆｎ)およびスクランブリングコード(Ｃ１，Ｃ２
，Ｃ３，…，Ｃｎ)を格納している。
【００２０】
　また、図１に示した保留バッファ２１７は、後述するように、端末制御部２１３が、イ
ンターネットアクセス処理を行う際に、送信を保留したデータを一時的に保持するために
用いる。
【００２１】
　以下、利用者が地下鉄を利用して移動する場合を例にとって、図１に示した携帯端末に
よって安定したインターネットアクセスを可能とする方法について説明する。
【００２２】
　図３に、地下鉄による移動と携帯端末の状態変化を説明する図を示す。また、図４に、
インターネットアクセス制御動作を説明するシーケンス図を示す。
【００２３】
　利用者が地下鉄の駅ＳＴ１が属するエリアに移動してくると(図３、図４参照)、図１に
示したハンドオーバ制御部２１５により、基地局Ｂ１へのハンドオーバ処理が実行され(
基地局Ｂ１検出)、基地局Ｂ１から携帯端末に移動先として考えられる候補エリアに対応
する候補基地局を示す監視リスト(ＮＢ１１，ＮＢ１２，…、ＮＢ１６)が渡される。
【００２４】
　図１に示した端末制御部２１３は、利用者が操作パネル２１４を介して地下鉄モードへ
の移行を指示したときに、図５(ａ)に示す流れ図に従う処理を開始する。なお、図２に示
したように、予め地下鉄路線に対応して用意された基地局テーブル２１６を用いる場合に
は、地下鉄モードへの移行指示において、乗車する駅および列車の進行方向(上りあるい
は下り)を指定することが望ましい。
【００２５】
　端末制御部２１３は、まず、基地局テーブル２１６を参照し、地下鉄モードへの移行指
示で指定された駅(例えば、ＳＴ１)に対応して登録された無線周波数(ｆ１)を受信が期待
される期待波を示す情報として取得する(ステップ３０１)。
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【００２６】
　次に、無線送受信部２１２が受信している無線周波数が上述した期待波の周波数と一致
していることを確認して(ステップ３０２の肯定判定)、再び、基地局テーブル２１６を参
照して、指定された進行方向に従って現在滞在中の駅(ＳＴ１)の次に登録された駅(例え
ば、ＳＴ２)に対応する無線周波数(ｆ２)およびスクランブリングコード(Ｃ２)を、地下
鉄移動での移動先となる次期基地局を示す情報として取得する(ステップ３０３)。
【００２７】
　ステップ３０３で取得された次期基地局情報は、端末制御部２１３からハンドオーバ制
御部２１５に渡され、滞在中のエリアに対応する移動先の候補基地局を示す監視リスト(
例えば、ＮＢ１１，ＮＢ１２，…、ＮＢ１６)に追加される(ステップ３０４、図４参照)
。したがって、図１に示した携帯端末では、地下鉄モードへの移行が指示された後は、滞
在中の駅の次に基地局テーブル２１６に登録された駅に対応する次期基地局を含む監視リ
ストに従って、ハンドオーバ制御部２１５による基地局検出処理が行われる(ステップ３
０５)。
【００２８】
　一方、端末制御部２１３は、メールの送受信やＷＥＢサイトへのアクセス要求の送信な
どのインターネットアクセス処理を、図５(ｂ)に示す流れ図に従って処理する。
【００２９】
　操作パネル２１４を介してアクセス要求の送信指示を受け取ったときに(ステップ３１
１)、端末制御部２１３は、まず、地下鉄モードで動作中であるか否かを判定する(ステッ
プ３１２)。
【００３０】
　ステップ３１２の肯定判定の場合に、端末制御部２１３は、電界強度測定部２１１から
現在の受信電界強度Ｄを受け取り(ステップ３１３)、この受信電界強度Ｄがインターネッ
トへのアクセス要求を送信するために十分な電界強度を示す閾値Ｔｈを下回っている場合
に(ステップ３１４の否定判定)、ステップ３１１で受け取ったアクセス要求の送信を保留
し(ステップ３１５)、送信データを保留バッファ２１７に格納する。なお、上述した閾値
Ｔｈは、インターネットを経由したデータの授受においてエラーがほとんど発生しない程
度の受信電界強度に基づいて設定することが望ましい。
【００３１】
　例えば、図４に示すように、地下鉄の車両が移動を開始したことにより、かろうじて基
地局Ｂ１の圏内とされる場所であっても、既に、受信電界強度Ｄが閾値Ｔｈを下回ってし
まってから利用者からのアクセス要求があった場合には、このアクセス要求の送信は保留
される。このとき、端末制御部２１３は、受信電界強度Ｄの取得とこの受信電界強度Ｄと
閾値Ｔｈとの比較とを繰り返し(図５(ｂ)のステップ３１６，３１７)、新たに基地局との
間の通信が確立されるまで待ち合わせる。
【００３２】
　上述したように、図１に示した携帯端末では、地下鉄モードで動作しているときには、
地下鉄の車両が次に到着する駅に対応する次期基地局がハンドオーバ制御部２１５による
基地局検出の対象に加えられている。したがって、図４に示すように、地下鉄の車両の移
動に応じて、利用者の携帯端末が次期基地局(例えば、基地局Ｂ２)のエリア内に移動して
きた直後に、この次期基地局が検出される(図５(ａ)のステップ３０６の肯定判定)。
【００３３】
　これに応じて、端末制御部２１３は、図５(ｂ)のステップ３１７の肯定判定として、上
述した待ち合わせループから抜け、保留バッファ２１７に保持されたアクセス要求を新た
に対向先となった次期基地局(Ｂ２)に送信して(図４参照)、ステップ３１１で受け付けた
アクセス要求の処理を完了する。
【００３４】
　上述したように、受信電界強度が低下傾向にあるときには、インターネットへのアクセ
ス要求の送信を保留し、次の駅に到着して、受信電界強度が回復したときに、保留してい
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たアクセス要求を送信することにより、利用者が指示したアクセス要求を確実にインター
ネットに送信することができる。
【００３５】
　また、上述したようにして次期基地局が検出された後に(図５(ａ)のステップ３０６の
肯定判定)、ハンドオーバ制御部２１５は、新たに通信中の基地局となったこの次期基地
局(例えば、基地局Ｂ２)から近隣基地局を示す監視リスト(例えば、ＮＢ２１，ＮＢ２２
，…、ＮＢ２６)を受け取る(ステップ３０７、図４参照)。その後、操作パネル２１４を
介して利用者から地下鉄モードを解除する旨の指示が入力されていなければ(ステップ３
０８の否定判定)、端末制御部２１３は、ステップ３０３に戻って基地局テーブル２１６
から次の駅(例えば、駅ＳＴ３)に対応する次期基地局情報を取得し、この次期基地局を監
視リストに追加してハンドオーバ制御部２１５による基地局検出処理に供する。
【００３６】
　このように、基地局テーブル２１６に地下鉄路線の各駅に対応する次期基地局情報を用
意しておき、この次期基地局情報で示される基地局をハンドオーバ制御部２１５による移
動先基地局の検出対象に追加することで、地下鉄の車両が次の駅に到着したときに、迅速
に上述した次期基地局を検出することができる。これにより、上述したようにして保留し
たインターネットへのアクセス要求を、次の駅が属するエリアへの進入した直後に、十分
な受信電界強度が維持されている環境で送信することができる。また、上述したようなハ
ンドオーバ制御を行うことにより、地下鉄で移動中の利用者の携帯端末が無線通信サービ
スを享受できる期間を駅での停車時間とほぼ同じ長さにまで拡大することができる。した
がって、利用者は、メールの送信やＷＥＢサイトへのアクセスが成功するか否かといった
不安やアクセス要求が受け付けられるまでの焦燥感から解放され、安心してインターネッ
トを用いたサービスを享受することができる。
【００３７】
　一方、操作パネル２１４を介して地下鉄モードを解除する旨が指示された場合(ステッ
プ３０８の肯定判定)は、上述したような地下鉄モードでのハンドオーバ制御を終了する
。また、地下鉄モードでのハンドオーバ制御を開始する際に、検出した基地局の周波数が
期待波の周波数と異なっていた場合に(ステップ３０２の否定判定)、端末制御部２１３は
、携帯端末がまだ地下鉄の駅が属するエリアに進入していないと判断し、処理を終了する
こともできる。
【００３８】
　なお、地下鉄モードへの移行指示で、基地局テーブル２１６における駅の並びに対応す
る進行方向とは逆方向が指定された場合には、基地局テーブル２１６を逆順に辿って次期
基地局情報を取得すればよい。
【００３９】
　また、例えば、次期基地局情報として、乗車駅の前後の駅に対応して基地局テーブル２
１６に登録された情報を取得し、上り下り双方の次期基地局を監視リストに追加して、ハ
ンドオーバ制御部２１５による基地局検出処理に供し、検出した基地局が上り下りのいず
れに対応するかによって進行方向を特定することもできる。また、各駅に対応する次期基
地局情報として、その前後の駅に対応して基地局テーブル２１６に登録された情報を取得
し、各駅における基地局検出処理に供することもできる。
【００４０】
　また、利用者それぞれの移動経路にあわせた基地局テーブルを作成することも可能であ
る。
(実施形態２)
　図６に、携帯端末の別実施形態を示す。
【００４１】
　なお、図６に示した構成要素のうち、図１に示した構成要素と同等のものについては、
同一の符号を付して示し、その説明は省略する。
【００４２】
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　図６に示した携帯端末において、学習制御部２１８は、端末制御部２１３からの指示に
応じて、利用者が地下鉄を利用して移動している過程で、ハンドオーバ制御部２１７から
受け取った情報に基づいて、利用者の移動経路上の各駅に対応する基地局情報を収集し、
基地局テーブル２１６に登録する。
【００４３】
　例えば、操作パネル２１４を介して学習モードへの移行が指示されたときに、端末制御
部２１３は、学習制御部２１８に基地局テーブルの作成を指示し、これに応じて、図７に
示す流れ図に従って、基地局テーブル作成動作が開始される。
【００４４】
　学習制御部２１８は、まず、現在通信中の基地局に対応する基地局情報として、ハンド
オーバ制御部２１５から基地局名、周波数およびサンプリングコードを受け取り、これら
の情報を基地局テーブル２１６に登録する(ステップ３２１)。
【００４５】
　その後、ハンドオーバ制御部２１５による基地局検出処理により(ステップ３２２)、既
に基地局テーブル２１６に登録した基地局とは異なる新たな基地局が検出されたときに(
ステップ３２３の肯定判定)、学習制御部２１８は、ハンドオーバ制御部２１５から新た
な基地局に対応する基地局情報を取得する(ステップ３２４)。
【００４６】
　学習制御部２１８は、上述したようにして取得した基地局情報を、登録済みの基地局情
報の後に登録した後(ステップ３２５)、学習モードが解除されたか否かを判定し(ステッ
プ３２６)、解除されていない場合は(ステップ３２６の否定判定)、ステップ３２２に戻
って次に現れる新たな基地局についての学習を行う。
【００４７】
　このようにして、利用者が地下鉄を利用して移動する過程で、地下鉄の車両が駅に到着
して無線通信が可能となるごとに、学習制御部２１８により、ハンドオーバ制御部２１５
によって検出された基地局に対応する基地局情報を基地局テーブル２１６に追加する処理
が繰り返される。この処理を、学習モードが解除されるまで繰り返すことにより、利用者
それぞれの移動経路において、無線通信が可能となる区間に対応する基地局の情報を基地
局テーブル２１６に登録することができる。
【００４８】
　この場合は、例えば、複数の地下鉄路線を乗り継ぐような移動経路についても、一つの
基地局テーブル２１６に登録することができる。
【００４９】
　また、上述したような学習機能を利用することにより、通信事業者による基地局の新設
や変更などの更新に対応して基地局テーブル２１６を更新することもできる。
【００５０】
　図８に、地下鉄モードでのハンドオーバ制御動作の別実施形態を示す。
【００５１】
　なお、図８に示した手順のうち、図５(ａ)に示した構成要素と同等のものについては、
同一の符号を付して示し、その説明は省略する。
【００５２】
　例えば、利用者が地下鉄の利用を開始する乗車駅に対応する基地局の周波数などが変更
されていた場合には、利用者が乗車駅に到着して、地下鉄モードへの移行を指示したとき
に、ステップ３０１で基地局テーブル２１６から取得された基地局情報で示される期待波
の周波数とハンドオーバ制御部２１５で検出された基地局の周波数とに食い違いが生じる
(ステップ３０２の否定判定)。
【００５３】
　この場合に、端末制御部２１３は、例えば、乗車駅に到着していることを利用者に確認
するメッセージを液晶表示部(図示せず)に表示して利用者による確認を促し、乗車駅に到
着しているか否かを確認する(ステップ３３１)。そして、ステップ３３１の肯定判定の場
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２１６に登録されている基地局情報を更新し(ステップ３３２)、その後、ステップ３０３
に進んで基地局テーブル２１６を利用した基地局検出処理を続行する。
【００５４】
　一方、ステップ３３１の否定判定の場合は、図５(ａ)のステップ３０２の否定判定の場
合と同様に、地下鉄モードでの基地局検出処理は終了される。
【００５５】
　また、基地局テーブル２１６に登録された移動経路の途中の駅に対応する基地局の周波
数などが変更される場合もある。
【００５６】
　この場合は、基地局テーブル２１６に基づいて次期基地局が監視リストに追加され、こ
の監視リストに従った基地局検出処理がハンドオーバ制御部２１５によって行われたにも
かかわらず、ステップ３０５およびステップ３３３を繰り返して検出された基地局は、基
地局テーブル２１６で示される次期基地局とは異なっている。
【００５７】
　このように、地下鉄での移動中に基地局テーブル２１６で示される次期基地局とは異な
る基地局が検出された場合に(ステップ３３４の否定判定)、端末制御部２１３は、学習制
御部２１８を介して異なる基地局が検出された駅に対応する基地局情報の更新を行った後
(ステップ３３５)、ステップ３０７に進めばよい。
【００５８】
　上述したようにして、基地局テーブル２１６が更新された後は、各駅に対応する基地局
が更新される前と同様に、駅に到着するとほぼ同時に無線通信が可能な状態に携帯端末を
移行させることができる。
【００５９】
　これにより、無線通信事業者によって駅に対応する基地局の更新が行われた場合にも、
迅速に基地局テーブル２１６を更新することで対応し、基地局の更新の有無にかかわらず
、地下鉄を利用して移動する利用者が安心してインターネットを用いたサービス利用可能
とすることができる。
【図面の簡単な説明】
【００６０】
【図１】携帯端末の実施形態を示す図である。
【図２】基地局テーブルの例を示す図である。
【図３】地下鉄による移動と携帯端末の状態変化を説明する図である。
【図４】インターネットアクセス制御動作を説明するシーケンス図である。
【図５】地下鉄モードでの動作を表す流れ図である。
【図６】携帯端末の別実施形態を示す図である。
【図７】基地局テーブル作成動作を表す流れ図である。
【図８】地下鉄モードでのハンドオーバ制御動作の別実施形態を示す図である。
【符号の説明】
【００６１】
２１１　電界強度測定部
２１２　無線送受信部
２１３　端末制御部
２１４　操作パネル
２１５　ハンドオーバ制御部
２１６　基地局テーブル
２１７　保留バッファ
２１８　学習制御部
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